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はじめに
　QCサークル活動や自主管理活動の名称で呼
ばれる小集団活動は，日本のとりわけ大企業に
おいて，端緒的な形ではすでに1960年代前半期
に登場し，以降10年ほどの聞に急遠に普及，70
年代末から§0年代はじめにかけて世界的に注目
を浴びる。
　日本の巨大鉄鋼企業の場合，製鉄所規模ある
いは会社規模で導入されはじめるのは，大よそ
1964年から3年ほどの間であるが，69年には小
集団活動についてr今日では業務遂行上不可欠
のものとなりつつある」1〕（富士製鉄），とか「い
まや日常作業に切っても切り離せない状況にな
っている」2〕（住友金属）と指摘されている。
それから10年ほど経過した70年代末から80年頃
にかけては，「今や企業経営を支える柱」3〕，「も
はやこの活動を抜きにしては円滑な業務運営が
考えられない」4〕，「今や日本鉄鋼業の国際競争
カの主要な基盤の一つ」5〕，「日本鉄鋼業を支え
る原動力であり，その底カ」6），「今や自主管理
活動は我が社の宝」7〕さらには　「J　K活動（自
主管理活動一引用者）は日本のバイタリティ
であり，　日本産業の背骨である」8〕とまで表現
されている。
　トヨタ自動車の例では，QCミーティングの
実施が1962年，これを母体としてQCサークル
が結成されたのは64年で，71年には推進委員会
が全杜的な組織として整備され，70年代半ばに
は今日の形が確立している9）。そしてこのQC
サークルがトヨタ生産方式といかなる関係にあ
るのかについては，rトヨタ生産方式は，工場
現場における個々の従業員の改善活動という基
礎の上に立脚しており，……」10〕と表現されてい
る。この改善活動が基礎という意味を説明した
のが次の指摘である。
　　「これらすべての目標（コスト低減のほか，数量
　管理，品質保証，人間性の尊重など一引用者）は，
　トヨタ生産方式の基礎的要体である改善活動を通じ
　て達成される。トヨタ生産方式を本当に実効あるも
　のにしているのは，この改善活動である。
　　各作業者は，QCサークルである小集団活動を通
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　じたりして間題を提起し，その改善点を提案する機
　会が与えられる。この提案活動のおかげで，標準作
　業組合わせをサイクルタイムの変化に適応させるこ
　とにより数量管理の向上が，不良晶や機械故障の再
発を防止することにより品質管理の向上が，各作業
者の生産過程への参加を可能にすることにより人間
　牲尊重の向上が，それぞれ可能になるのである。」11〕
　すなわち，QCサークル活動を主とする改善
活動は，それ自身がトヨタ生産方式の一つの構
成要素であるというだけではなく，それと同時
に，　トヨタ生産方式を構成する他のすぺての
「合理化」諸方法や目標にとっての共通の基礎
であると位置づけられているのである12）。
　「企業経営を支える柱」とか「トヨタ生産方
式の基礎的要件」などと，小集団活動の経営や
生産全体の中での位置が一般的に明瞭な形で確
認されるのは，70年代末から80年代初めのこと
である。この時期，小集団活動が諸外国で本格
的に注目されはじめたことが，その大きな契機
となった。高度経済成長期，数年ごとに襲いか
かる過剰生産・不況に直面した日本の巨大企業
は販売面での困難を緩和するために，輸出への
依存を強める一方で，この輸出依存を確実にす
るためにも，企業内では労働と管理面での諸変
革を重ね，コスト・晶質などの競争力を強化さ
せることが至上命令となった。この傾向をさら
に徹底させたのが1970年代の2度のオイルショ
ックである。日本製晶の海外輸出が増し，輸出
先国企業製晶との価格・晶質面での販売競争に
勝利するにつれて，それまでに日本企業で十分
に発達した労働・管理面での独自な方式に目が
向けられるのは，競争のいわば必然的な成行き
といえる。
　それらのうちで，有効性と適用可能性のいず
れも高い管理方式として最も早い時期にしかも
比較的に広く採用されたのがQCサークル活動
である。もちろん日本企業の生産および管理方
式に対する関心は，80年代以降，これに留まら
ず，集団的な作業方式，弾力的な作業憤行，
TQC（Total　Quality　Controト総合的品質管
理），ジャスト・イン・タイム生産や企業内教
育訓棟から，さらにこれら生産過程に直接関わ
る諸方式の基礎あるいは前提をなしている協調
的労働組合や下請構造などにも広がっている。
イギリスの例でみると，80年代後半に入って，
これらに日本企業の工場進出そのものおよびそ
の影響までを合めたイギリス産業にみられる一
つの傾向をJapanizationという概念で表現す
る事態まで生じている13〕。
　本稿は，このJapanizationなる概念の内容
やその適否を直接に問題にするのではないが，
この表現で示される諸傾向に先鞭をつけたとも
いえるQCサークルのイギリス企業への導入過
程を取りあげる。そしてそれを日本企業の場合
と対比させ，．その共通性と差異を示し，そのそ
れぞれが何に基づくかを考察する。これによっ
てQCサークル活動などの小集団活動について
の従来の研究を補強し発展させたい，というの
が本稿の意図である。
　なお，本稿で用いる小集団活動の呼称につい
て，アメリカ合衆国の企業と同様，イギリス企
業でも当初，日本におけると同じく’QCサー
クル’が用いられていたが，1980年代に入って
単に“Quality　Circle（s）”と表現されること
が多くなり，これが一般化しているため，本稿
でも，英米企業については主として’クオリテ
ィ・サークル’の表現を用いる。
I　イギリス企業へのクオリティ・サ
　　ークルの普及
　（1）全般的な普及状況
　本稿で日本と比較の主たる対象とするのはあ
くまでもイギリスであるが，この国での普及に
先がけ，しかも日本と並んでその手本となった
アメリカ合衆国における広がりについてあらか
じめごく簡単に見ておきたい。
　アメリカ合衆国でIntemational　Associa－
tion　of　Quality　Circles（IAQC）の設立された
のが1977年で，1982年の夏にはクオリティ・サ
ークル活動を実施している企業数は5，OOO社を
上回るという指摘もある14〕。また，ニューヨー
ク証券取引所が1982年に100人以上の従業員を
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雇用する約49，000社のリストから4，372社を選
び，1，158社からの回答（回答率26．5％）を得
た調査によると，クオリティ・サークルを実施
している企業の比率は，全体で14％，製造企業
に限定すると22％，そのうち10，000人以上の製
造企業では52％，非製造業の全体では8％，ニ
ューヨーク証券取引所のリストにある会社に限
定すると28％という結果が報告されている15）。
さらに，1985年までには北アメリカにおけるク
オリティ・サークル活動はフォーチュン誌500
杜の90％以上で行われるまでに達したという指
摘もある16〕。
　イギリス企業においてクオリティ・サークル
適用への動きがはじまるのも1970年代末のこと
で，82年9月にはIndustrial　Participation
Associationの後援で24社を会員としたNa－
tionalSocietyofQua1ityCirclesが発足し
ている17）。正確な数字は不明であるが，すでに19
81年には100社以上が採用，翌82年には200杜以
上18〕，85年にはその数は400社以上と指摘され
ておりi9〕，著しい増加を推定できる。ただし，
これらの数字は確定的ではなく，81年の時点で
少なくとも40社以上20〕とか86年で300社以上21）
とする指摘もある。しかし，いずれにせよ「幾
可級数的に」22〕と言われるアメリカ合衆国ほど
増加は顕著ではなく，大規模な調査もみられな
いため，採用企業についての正確な数はつかめ
ない。とはいえ，企業の労使関係に関する各種
の調査結果から大よその傾向を把握することは
可能である。
　これらの調査のうち最初のものと思われるの
は，1980年に実施された従業員コミュニケーシ
ョンについての調査で，従業員規模1，000人以
下の64社から10，000人以上の16社まで計160杜
を対象とし，1980年調査時点で現に実施されて
いるコミニニケーショ：■の方法と次年度81年実
施予定の方法を問うており，その中にクオリテ
ィ・サークルの項目が出ている。それによると
80年の実施企業は6％，次年度実施予定は16％
となっている23）。
　1982年に制定された雇用法に関連して雇用省
の行った調査からも，普及状況をある程度知る
ことができる。すなわち，1982年制定の雇用法
第1項はEmployee　Involvement（従業員参
画）条項で，これは従業員250名以上の企業に，
当該会計年度内にその企業が自発的に導入，継
続，発展させた従業員参画のさまざまな方法に
ついてannual　report（年次会社報告書）の
取締役会報告の中に掲載するこ・とを義務づける
ものであり，83年度から施行された24〕。初年
度分の調査結果は85年に発表されたが，それ
によると，　qua1lty　clrcles／suggestlon　and
problem　solving　schemesという項目に回答
を寄せた会社は765社中49社（6．4％）で25），こ
の数は86年度では23／285（8．1％）26〕，88年度の
調査では28／282（9．9％）と変化している27）。
　さらに，ウォーリック大学の労使関係研究所
のスタッフが1985年に実施した従業員規模1，000
人以上の175社を対象にし106社の本社と97事
業所から回答を得たインタビュー調査によれ
ば，会社レペルでクオリティ・サークルの方針
を持っている企業は18％（106社中），事業所レ
ベルでは15％（97事業所中），また実際に採用
しているのは会社レベルで19％，事業所レベル
で14％となっている28〕。以上の諸調査はいずれ
も製造業以外にサービス，金融，配送などの産
業部門を含んでいるが，ウォーリック大学の調
査結果によってKeith　SissonとPaul　Mar－
ginSOnが指摘しているように「クオリティ・
サークルは製造業ではるかに多く見い出される
ようであった…」29）という点を考慮する必要が
ある。
　Nick　OliverとBarry　Wi1kinsonが1987
年に実施した，Times誌の索引にある1，000社
のうち製造企業375社に質間状を出し，回答を寄
せた66社についての調査結果は，クオリティ・
サークルを実施中の企業の比率を68％（サン
プル64社），他に計画中あるいは実施しっっあ
ると答えたのが5％としている30）。以上4つの
調査は対象企業がかなり限られているうえ・調
査目的がそれぞれ従業員コミュニケーションの
方法，従業員参画の諸方法，労使関係全般，ジ
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ヤパナイゼーションの進行度と大かれ少なかれ
異なっており，実態の把握という点で制約を受
ける。とりわけ最後の調査結果はサンプル数も
少ないうえ，調査目的が生産過程におげるジャ
パナイゼーション（クオリティ・サークルのほ
か集団作業，弾カ的作業方式，統計的工程管
理，総合的晶質管理，ジャスト・イン・タイム
を含む）の実態把握というかなり特殊な性格を
もっている。これ以外の3つの調査結果は，イ
ギリスでは代表的な大企業ですらせいぜい10％
から20％弱の採用率と推定されることを示して
いる。こうしたイギリス企業におけるクオリテ
ィ・サークルの普及状況は日本と対比させてど
の程度のものであろうか。
　日本では鉄鋼業が産業部門として最も遠く典
型的な発展を遂げた。製鉄所レベルで小集団活
動を導入しはじめるのは1963年のことである
が，その2・3年後には急速に普及し，69年の
口本鉄鋼連盟による会員会社52杜への調査に回
答を寄せた31杜のうち29社（102事業所）が小
集団活動（鉄鋼業全体としては自主管理活動と
総称）を実施31〕，その数は73年の調査では41社
（会員会社53杜中），146事業所へと増加してい
る32）。
　関東地区生産性労使会議・調査研究部が1981
年に製造業・建設業の上場一部および二部企業
670社に質問状を送り，135社から得た回答によ
ると，小集団活動を導入している企業の比率は
67．4％で，従業員規模別でみると，500人以下
40．0％，501～1，000人58．8％，1，001～3，000人
70．3％，3，000人以上77．3％となっている舶〕。
同じ調査研究部が1985年に実施した同種の調査
の結果（688社中124社より回答）によると，全
体では導入率83．ユ％，従業員規模別では上述の
順にそれぞれ58．3％，73．9％，86．5％；90．4％
といずれも10数％の増加を示しているヨ4〕。
　労働組合に対して行われた調査としては，日
本労働協会が1981年に組合員100人以上の5．i80
企業別組合を対象にし，682組合から回答を得
た調査がある（回収率13．2％）。これによると，
小集団活動の実施されている企業は全体で50．4
％，製造業に限ってみると62．・9％（434杜中），
非製造業では22．9％（175社中），企業規模別で
みると，工00～299人33．9％，300～499人，45．7
％，500～999人49．2％，ユ，000～2，999人，64I1
％，3，000人以上67．0％である35〕。
　また，電機労連は1983年に小集団活動の実態
に関する調査を実施したが，それは傘下の全支
部712組合に調査票を配布し，287支部から回収
したものである（回収率40．3％）。この調査は
普及状況を部門別（生産，事務，営業・販売，
技術・研究・情報処理）と規模別に集計されて
いる。これによると，生産部門で実施されてい
る比率は93，4％　（228杜申），事務部門74．6％
（284杜中），営業・販売部門61．5％（135社中），
技術・研究・情報処理部門77．1％（249社中）
となっている。このうち生産部門に限ってさら
に企業規模別でみると，1，000人未満で84．2％，
1，000～4，999人87．8％，5，000人以上が97．9％
となる36）。
　以上いずれの調査結果も・，小集団活動の適用
率は企業規模が大きいほど，そして製造企業ほ
ど高いことを示しており，これは英米企業の傾
向と同様である。しかし日本企業の場合，大企
業は大半が小集団活動を実施しており，これは
アメリカ合衆国やとりわけイギリスと比較する
と根本的ともいえる差異である。ただし上述の
日本企業に対する諸調査のうち最初にあげた鉄
鋼連盟による調査以外は1980年以降のものであ
孔イギリス企業に小集団活動が導入されはじ
めるのは1970年代末のことであるから日本に比
ぺ10数年ほど歴史が浅いのだから普及の速さを
比較するためには，もっと早い時期の目本企業
を対象とした調査が必要である。
　目本企業における小集団活動の普及について
の最も早い時期のしかも比較的大規模な調査と
しては，日経連が1968年に実施した「第3回一
労務管理諸制度調査」がある。2，500社を対象
として875杜から回答を得たもので（回答率35
％），規模別および産業・業種別に集計されてい
るヨ7〕。この中に「1．組繊7）小集団主義管理」と
いう質間項目があり，QCサークル，ZDグル
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一プ，改善グルーブの存否を問うている。実施
率は全体ではQCサークルー26．1％，ZDグル
ープー23．2％，改善グループー23．2％となって
いる。この数字は製造業に限ってみるとさらに
大きくなる。すなわち551社中QCサークルー
207杜（37．6％），Z　Dグループー158杜（28．7
％），改善グループー148社（26．9％）となる。
　従業貝規模別では7つに区分されているが，
これを3区分に集約してみると，500人未満で
は279社中それぞれ順に48社　（17．2％），32社
（11．5％），62社（22．2％），500人一3，000人未
満の492社中それぞれ96社（19，5％），91社（1
8．5％），68社（13．8％），3，000人以上では204
杜中それぞれ85社（41．7％），80社（39．2％），
73社（35．8％）となっている。複数回答が含ま
れているのと改善グループの実体が不明（構成
や継続性について）であるため，ちなみにQ　C
サークルのみについて見ると，それだけでも製
造業では3分の1以上，従業員規模3，000人以
上では4割以上の企業が，登場後わずか数年の
時点でQ　Cサークルを実施していることにな
る。また，日本産業訓練協会が，1970年に3，551
杜を対象に実施し，855社から回答を得た「産業
訓練実態調査」の結果からも，’比較的早い時期
における小集団活動の普及度を知ることができ
孔調査項目「3－15ト①」で，「導入してい
る管選制度」を問うており・その1つに「ZD・
QCサークル制」という項目がある。結果は上
記調査と同様，従業員規模の大きいほど，また
製造業ほど普及率は高い。500人未満で25％，
3，000人以上で56．3％となっているヨ8）。以上2
つの調査以降，すでに見た各種調査も含めて，
小集団活動の普及度を示す様々な調査のあるこ
とが知られているが，これらから全体的な傾
向として明らかに増加し続けていることがわか
る39）。
　これらの比較は，小集団活動のいわば外延的
な普及の速さや度合の差異を示すにすぎず，こ
の差異はそれ自身では何も説明するものではな
い。むしろ反対に，この差異は何に基づくのか
が説明されなければならない。しかも普及の度
合の違いは小集団活動を実施する企業の内部に
おける広がりについてもいえる。この点は以下
にみるが，根本的ともいえる程の大きな差異で
あって，この点の説明も必要である。こうして
普及度の対比は，たしかにその差異はなぜかと
いう問題を提起するが，同時に次の点をも示唆
していることに注意しなければならない。すな
わち小集団活動はすでに日本企業に固有の現象
ではないこと，したがって小集団活動そのもの
の内容がイギリス企業への導入に際して多かれ
少なかれ変更を加えられるにしても，同時にい
くつかの性質を共有するのだから，両国企業の
小集団活動を比較することで共通性も鮮明化
し，小集団活動のもつ普遍的な側面の解明に役
立てることができるであろうということであ
る。この共通性や普遍性の考察はまた，両国企
業における小集団活動それ自体の差異やそれぞ
れの独自性を考察するうえでも一つの基本的な
前提作業である。
　アメリカやイギリスにおける小集団活動はす
でに一定の歴吏をもっているだけではなく，さ
まざまな研究分野で既存の諸理論との関係など
について研究の蓄積も進みつつある。しかし本
稿では，あくまでもイギリスにおける展開過程
を具体的に取り上げ，それを日本の事例と対比
させることから明らかにできる諸点に主題を限
定している。’まず，イギリスにおける小集団活
動の初期の普及過程を典型的な5企業の事例
で，主として量的な拡大の面について簡単に跡
づけておきナこい。この経過のうちにもすでにい
くつかの共通点と独自性を示唆する諸点が含ま
れていると思われるからであ孔
　（2）初期の典型5企業の亭例にみる普及過
　　　程
　イギリスで最初にクオリティ・サークルを実
施し成功した企業として一般によく知られてい
るのはロールス・ロイス杜で，ダービーの航空
機エンジン製造所に最初のサークルが発足した
のは1978年2月のことである。ロールス・ロイ
ス社の事例は単にイギリスで最初というだけで
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なく，多くの点で典型的であり，内容を紹介し
た文献も最も多い部類に入るので，他の事例よ
り多少詳しくとりあげておきたい刎）。
　計画から実行の過程で中心的な役割を果たし
たのは当時の品質エンジニアリング・マネージ
ャー，Jim　Rooneyである。製造上の多くの
問題解決に管理者や専門家以外の現場労働者を
加え，彼らの協力を得ることで大きな成果をあ
げた彼は，この方法を発展させるぺくヨーロッ
パやアメリカの企業に同様なアプローチの実例
を調査した。その中で彼の注目したのがロッキ
ード社のミサイル部門ですでに実施されていた
クオリティ・サークルであった。彼は作業者に
とってのクオリティ・サークルの意味を次のよ
うに表現している。
　　「彼らにはその経験と知識を発揮する機会，そし
　てその善意によって彼ら自身の会杜の利益を増大さ
　せる機会が与えられ，その結果，彼ら自身の将来と
　成功をたしか柱ものとする。」仙〕
　彼はロッキード杜のクオリティ・サークルが
日本からの適用であることを知り，日本のQC
サークル活動に関する出版物等をQCサークル
本部の所属する日本科学技術連盟などから取り
寄せ，これらをもとにロールス・ロイス社への
適用を決意する。次に彼はよく練った計画を作
成のうえ，この方法によって会社が得る利益に
ついてマネジメントに確信を持たせなければな
らなかったが，これが最も困難な仕事であった
という。マネジメントの支持を得た後，クオリ
ティ・サークルの概念とその閥題解決および失
敗防止の方法の最も受け入れ易そうな職場を選
定した。ここでもその職場を統括するマネージ
ャーへの説明とその承認を得たうえで，最初の
サークルを結成するためにリーダーとメンバー
の選択へと進む。サークル・リーダーとして適
切なフォアマンを選ぷため，該当職場のすべて
のフォアマンに対する注意深い評定が行なわれ
た。
　サークル活動の実施に際しては，他の多くの
文献と同じく，リーダーやメンバーの訓練を最
重要視し，彼はこの任務をその地方のポリテク
ニク（高等技術専門学校）の教師に依頼した。
この時に，彼がその教師や生産部門マネジメン
トに強調した点は次のように表現されている。
　　「その教師はアカデミックになるのを避け，目常
的な作業への適用可能性に集中するよう注意深く指
　図を受けた。教育されたのは結局のところ，問題状
況の実際的な現実への適用ということにつきた。
　　・’私は訓練がクオリティ・サークルの成功のため
　の不可欠泣要件として重要であって，サークルの機
構がその上に構築されるべき土台とみなされるべ
　きであることを生産部門のマネジメントに強調し
　た。」42〕
　最初のサークルは著しい成功を収め，多年に
わたる不調と生産性の障害であった積年の問題
の解決に役立った。最初のサークルのすぐ後に
続いて2つのサークルが形成され，これらも同
様な成功を収め，サークルはゼネラル・マネー
ジャーの承認と強い推薦のもとに他の生産領域
へと拡張していく。こうして最初の年に形成さ
れたのは16サークルで，18ヵ月以内にその数は
35サークル，3年以上経過した紹介文の執筆時
には68サークルまでに増大した。Jim　Rooney
はロールス・ロイス社ダービーにおけるクオリ
ティ・サークルの成功を例えば次のような表現
で強調している。
　　「クオリティ・サークルが積年の諸問題を解決で
　きるその容易さは，人をして頭を両手でかかえて，
　大声で‘どうして！　一体どうして私はこの適用を
　何年も前にはじめなかったのか？’と叫びたくさせ
　る。」蝸〕
　　「3年をこえる経験が裏づけたことは，マネジメ
　ントが’クオリティ・サークル■概念に協力的なら
　ば，現場の従業員はこの概念の最も強カな支持者を
　さえ驚ろかすほどの積極性をもって反応するという
　ことである。」44〕
　以上は，Jim　Rooney　自身がロールス・ロ
ィス社ダービー工場へのクオリティ・サークル
の導入過程を1978年2月の発足から3年以上経
過した時点で概括した文章から，要点のいくつ
かを紹介したものである。彼の経過報告の中に
は，この他にも主要な事項として，サークルメ
ンバーの構成，成果の具体的な内容，早い時期
から労働組合の支持を得ていた点などが取り上
げられており，その中には，本稿のテーマを考
えるうえで重要な要素がいくつか合まれている
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が，ここそは割愛する。いずれ後にそれらを論
点にする際に必要に応じて取り上げる方が適切
と思われるからである。
　ここで注目したいのは，ロールス・ロイスの
事例がイギリス企業におけるクオリティ・サー
クルの本格的な最初の適用例として重要である
という点である。1978年というロールス・ロイ
スにおける開始時期がいかに早いものであるか
はアメリカ企業の場合と対比してもわかる。既
述のニューヨーク証券取引所の調査（1982年）
によれば，クオリティ・サークルを実施してい
るアメリカ企業の74％が1980年以降の開始であ
って，回答なしの企業10％を除くとそれ以前か
ら実施しているのはわずか10数％となる45〕。な
お，ロールス・ロイスヘの導入に際して参考と
されたアメリカのロッキード社はクオリティ・
サークルを実施した最初のアメリカ企業として
一般に認められている。ここで最初のサークル
を導入したのが1974年，1年で16サークル，2
年以内に30サークルにまで成長したとされてい
る4伍）。
　イギリスでクオリティ・サークルを導入する
企業が増加する契機となったのは，出席者が
100人を超えた1979年6月のクオリティ・サー
クルに関する会議で47〕，実際に比較的速く増加
し始めるのは1981年以降のことであり，産業部
門も製造業だけでなく銀行，保険，流通，サー
ビスなどの諸部門をも包括して行く。80年以前
の導入例は多くはないが，BL（ブリティシュ
・レイランド），フォード，ジャガー　（BLの
一部門），ウェッジウッド，メイアンドペイカ
ーの例については比較的よく知られている。前
2社は成功しなかった典型例に数えられてい
る。
　BLはロールス・ロイスより早く1977年にク
オリティ・サークルを導八したが，当時は単に
限定された短期的な効果を収めただけであっ
た。この失敗の理由としては，「主としてそれ
が懐疑的な中間管理者や現場に対して上から押
し付けられたからであると思われる」48〕という
点が指摘されてい孔たとえば，中部地方にあ
る当杜のボディエ場では，1978年5月にクオリ
ティ・サークル形成の提案が現場に対して行わ
れたが，ショップ・スチュアード（組合職場委
員）の支持を得られなかった49〕。
　イギリス・フォードに最初のクオリティ・サー
クルが設置されたのは1979年10月のこととされ
ている50〕。日本車との競争で不利な状況に置か
れたフォードがヨーロッパ全体で採用した’ア
フター・ジャパン’プログラムの中心的な内容
がクオリティ・サークルの導入と普及である。
このプログラムの動機およびそれとサークル活
動との関係については，簡潔にはたとえぱ次の
ように指摘されている。
　　「1970年代の末までに，フォードのシニア・マネ
　ジメントに明らかとなったのは，同本の各杜がその
　勤労意欲の高い労働者とそして例外的に高い労働生
　産性とによって次第に競争上の優位を得つつあると
　いう点であつた。
　製品エンジニアリングと製造技術の両面での西欧
　白動車製造企業の若干のリードにも拘わらず，日本
　車は単により安価であるだけでなく，信頼性と晶質
　でも優っていた。目本産業についての幅広い研究が
　実施され，多くの幹部が目本企業へ直接に体験すべ
　く派遣されねこの結果が多く報道された生産性向
　上と品質改善の‘アフター・ジャバソプログラム
　であって，その主要部分がヨーロッバ・フォードの全
　工場へのクオリティ・サークルの導入であった。」51〕
　全社的なプログラムの運営のために3名の評
判のよい熱心なコーディネーターが任命され，
各工場のマネージャーはその工場内でのサーク
ル活動のコーディネーターとされた。サークル
の物理的な構造は日本の型に極めて近く，広範
な訓練もリーダーやメンバーに対して行われ
た。最初の試験的な導入期には成功的に進んだ
ことがよく知られている。1980年の終りまでに
全ヨーロッパの25の製造工場の全従業員を巻き
込むと予定された。実際に期待されたのは全労
働者の半数であるとか52，000人であるという指
摘もある。ところが現実には1981年初めの時点
でヨーロッパ全体で460サークル，その半分は
イギリスで実施中という数字に終った。ただ
し，この数ですらイギリスでは最も多いことは
明らかである。
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　しかしこの大規模な全社的導入に対しては当
初から組合の反対を招き，81年の4月に持たれ
たマネジメントと組合との会合で，フォード労
組はクオリティ・サークルの導入に対して拒否
の姿勢を示した52〕。発足から5年後にはイギリ
スフォードではわずか8サークルが活動中にす
ぎないとも言われている。労働組合による反対
の経過と内容は日本企業の事例と対比させる
時，とりわけ重視すべきであるが，ここでは取
り上げない。ここで問題にしているのは導入と
普及についてのごく簡単な概略のみである。
　BLとフォードの事例は，主として労働組合
や第一線の労働者の反発によって実質的に消滅
した，あるいはより正確には組合や労働者の十
分な支持を得ることなしに導入を進めたマネジ
メントの方法が失敗を招いた典型例としてよく
知られてい孔しかし，この失敗によってクオ
リティ・サークル導入の意図とした諸点，その
必要性が消滅したかといえば事情は全く別であ
る。実際にも，BLでは当初の失敗を教訓にし
て新たにその高級車部門であるジャガー自動車
に導入されたが，ここは反対に成功の典型例
として扱われる。フォードも後にみるように形
式を改めて従業員参画（Employee　Involve－
ment）の呼称の下に組合に提起してきている。
このフォードの従業員参画と呼ぱれる運動につ
いては，その中に小集団活動も主要な内容とし
て含まれており，また労働組合との協定に基づ
いて展開されている点でも，1つの代表例であ
って，後に具体的に触れる。ここでは，ジャガ
ー自動車の例について簡単に見ておきたい53）。
　ジャガー自動車はジャガーとダイムラーの2
モデルを製造するB　Lの一部門であってコベン
トリー地域の3工場に1980年頃で合言十約7，000
人を雇用していた。試験的に6つのサークルが
結成されたのは1980年6月のことである。これ
らのサークルは，よい結果の期待できそうな職
場に，すなわち晶質問題の存在がよく知られて
おり，クオリティ・サークルヘの関心も周知の
もので，既存の諸関係も良好であるところに設
けられた。シニア・マネジメントは当時，目立た
ないように行動し，労働者の間で次第に定着し
て行った。シニア以外の第一線管理者，中間管
理者や労働組合もその効果を認めるように変わ
り，労働者のグループが自らのサークルを開始
するまでになった。・1980年の終りまでにさらに
13サークルが設立され，1981年の半ばには合計
で35サークル，その1年後には50サークルを超
える。サークルに参加するメンバー一は3工場全
体の時間給労働者数のおよそ7％と言われてい
る。
　以上，企業内におけるクオリティ・サークル
の量的拡大を4つの事例で簡単に概播してみた
が，いずれも現代的かつ大工業的という点で最
も典型的な工業部門である航空機エンジン・自
動車製造業に所属している。アメリカの事例
で，ロッキード社に次いで早い時期に導入した
企業として知られているHughes　Aircraft社
（1976年に4つの試験的サークルを実施，1980
年半ばまでに16事業所で計235サークル，参加
者1，645名）もやはり航空機製造業である54〕。
これらの産業・企業での経験がその後，様々な
産業部門や規模の企業へ普及していく上で大き
な役割を果したことはいうまでもない。その典
型例であるとともにイギリスでの成功例として
最もよく知られており，資料も多いウェッジウ
ッド社を最後に見ておきたい55〕。
　何人かのマネージャーがクオリティ・サーク
ルを雑誌記事から知ったのが1980年の初め，そ
れから訓練部員を若干名セミナーに送り，ロー
ルス・ロイス社のダービー工場に実施中のサー
クルを見学し，同年1q月には専門的コンサルタ
ントのDavid　Hutchinsを重役会へのプレゼ
ンテーションのために招聰し，その結果，同杜
へのサークル導入を彼に依頼する。12月中には
シニアおよびミドル・マネジメントそして組合
への紹介が行なわれ，81年1月に最初の12サー
クル・リーダーへの訓練がはじまり，1月末に
はそのうち6サークルの活動が閾始，1ヵ月後
に残りの6サークルも続く。81年3月にはさら
に12人のリーダーの訓練を実施するなど着実に
進行し，開始から1年以内で80サークルが活動
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することになる。ある文猷では，1983年2月現
在で次のような数字が紹介されている（括弧内
は1982年5月）56）。
　従業員数4，000（5，000）名，ユ43（106）サー
クル，メンバー数950（814）名，訓練を受けた
者964（同）名，サークル・リーダー150（130）
名，専任推進者8（同）名，コーディネーター
2（同）名，8（同）工場，推進者とリーダー
で構成される7（同）工場運営委員会，本社に
おける特別クオリティー・サークル会議センタ
ーと各工場におけるクオリティ・サークル室
（同），サークルによって常時使用されるセミ
ナー室5（同），経営者に対するサークルのプ
レゼンテーション390（同）回，TVプログラム
で行われたプレゼンテーション2（同），外部
で行われたプレゼンテーション45（16），ウェ
ッジウッドのサークル・プログラムを見学した
訪門企業数287（126），年間の1サークル当り
運営費用（メンバー，推進者の賃金，訓練を含
む）750（1，000）ポンド，週1時間のサークル
会合（同），サークルリーダーの60（50）％は
時間給，40（50）％はスタッフ，リーダー訓練
20（同）時闇，推進者1人当り最大サークル数
20（15），計画されているサークル数220－250
（220），1サークルの平均メンバー数6（8），
以上である。
　（3）個別企簑内での讐及度一目本企簑と
　　　の対比
　前節で見てきた5つの事例はいずれも最も早
い時期に属するもので，BL杜以外は文献も比
較的多い。以上の他に，多少ともまとまった形
で紹介されている事例としては次のような企業
がある57〕。サークル数の判明している分につい
ては括弧内の数字で示した。
　Black　and　Decker（1980年1サークルで開
始，81年11サークル，82年12，83年17，84年3
5），Brintons　Carpets（1980年開始，84年ま
でに12サークル），Eaton　Ltd（1980年開始，
84年12サークル），STC　Components（1980年
頃開始），Londbn　Life（ユ985年3月6サーク
ルで開始），Tioxide（1982年末4サークルで
開始，85年約40サークル），Standard　Tele－
phones　and　Cables（1980年頃開始），Honey－
wei王Contro1Syste㎜s（198ユ隼6月2サーク
ルで開始，85年約25サークル），May　and　Ba－
ker（1981年1月開始），Assoclated　Engmeer－
lng　Turbme　Components（1981年2月2サ
ークルで開始，81年末6サークル），Brown’s
Woven　Carpets（1980年ユサークルで開始）。
　これらの中でも，最後のカーペット会杜につ
いて分析した文献は，クオリティ・サークルを
全体的な管理や労使関係の変化の一部としてと
らえ，経済的背景やジャパナイゼーションとの
関係を重要な視点としているなど，最新の貴重
な研究の部類に入り輿味深い58）。しかし，これ
らの諸点は，クオリティ・サークルの内容面の
考察と同じく本章の課題ではない。本章では最
も早い時期にクオリティ・サークルを導入した
イギリス企業内での導入後の普及を剃苧量的な
側面から概括してきたにすぎない。この普及過
程の量的な側面以外についてはほとんど問題に
してこなかった。しかし，この量的な概括だけ
からでも，イギリス企業におけるクオリティ・
サークルの日本と対比しての外面的ではあるが
根本的なユつの特徴が明らかとなる。それは，
これまで見てきたように日本と比較して，企業
内でのクオリティ・サークルの普及過程が極め
て緩やかであるという点にある。この普及遠度
の違いそれ自体は表面的事実にすぎず，この差
異の原因となる諸要因の中にこそ問題の核心が
ある。とはいえ，この差異の確認がその原因の
考察に先立つ作業でなければならないことも明
らかである。イギリス企業内でのサークルの普
及速度がいかに緩やかであったかを，前記5事
例のうちの3つの成功例で改めて確認しておき
たい。
　ロールス・ロイス社（ダービー）では1サー
クルで開始し，3年後に68サークル，当時，グ
ービー工場の従業員は約16，000人とされていた
から，1サークル多めに10人としてもサークル
メンバー数は680人ほど，参加率は3年目で4．3
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％程度となる。ジャガー社は6サークルで出
発，1年後35サークル，2年後50サークルで，
これは従業員数の7％，ウェッジウッド社も6
サークルで開始し，2年後で143サークル，参
加率は約23．8％である。この3事例を含めてほ
とんどの場合1～6サークルから出発するこ
と，しかもその後の増加遠度も著しく緩やかで
あるが，このうち少数のサークルから始める根
拠については，ロールス・ロイス自動車クリュ
ー工場が2つのサークルで出発した時，次のよ
うな理由を挙げている。
　　「クリュー工場で我々が確固として信じているの
　は試験研究的なアプローチおよぴ2グループという
　グループ数がいかなる特定の会杜で始めるにして
　も，いくつかの理由で最善であることである。も
　し，1つのグループで開始し，何らかの理由でその
　グループが失敗するならぱ再びそれを出発させるこ
　とは非常に困難である。もし，2っより多い，例え
　ぱ4グループであれぱ，その時には必要な綿密なコ
　ントロールを行うことが難しい。我々は，原則が十
　分に理解されるよう確実にするため会杜内に情熱的
　衣人物一推進者一のいることが決定的に重要である
　と思う。もし2つのグループで出発するならぱ両者
　の間でわずかながら競争を行うことが可能である。
　そのうえグループの1つがつまずくならぱ，もう1
　つのグルーブがそれを引っ張って行くこともでき
　る。とにかくこのことがクリュー工場における我々
　の経験であった。」50〕
　ここで注目したいのは，2サークルで出発す
ぺきという点ではなくて，慎重なスタートと運
営すなわち綿密なコントロールの下に置ける数
に限定することの重要性が強調されている点で
ある。労働者全体に占めるサークルメンバーの
数が少ないのは直接的にはこのような慎重な姿
勢によるものである。この慎重さの検討は本章
の課題ではない。参加率の低さを個々の企業の
例ではなくて，2つの調査結果からも見ておき
たい。
　Barrie　G．Da1eとTheresa　S．Ballが198
3年6月と84年6月に行ったサークル活動を実
施している企業に対する2つの調査によると，
83年では回答を得た86杜のサークル総数は1，04
3，1社平均12．1サークル，サークル活動に参
加している労働者の比率は平均で5．7％，84年
では132杜（うち60社は83年調査の会杜）から
得た数字はそれぞれ，総数1，472サークル，1
社平均11．2サークル，参加率5．9％となってい
る60〕。参加率が20％以上の会杜数は83年で，86
杜中9社，84年では132社中工4社にすぎない半
面，5％未満の会杜がそれぞれ35社，48社もあ
り，いずれにせよ大多数は20％未満の参加率で
あることがわかる。’
　Industria－Societyが1986年6月に実施し
た調査によれば，サークル活動を行っている
120社のうち5サークル以下が45杜，20サーク
ル以上は15杜にすぎない61〕。単純な平均値でみ
ると，1社あたりのサークル数は6－10，1サ
ークル平均約6．7人となっているから，サーク
ルメンバー数は1杜で42－70人となり，しかも
従業員数は平均で1社1，439人だから参加率29
－4．9％という数字が算出できる。　1社あたり
のサークル数が少ないのは，回答会社127杜の
うち91杜（71．7％）はサークル活動を実施して
3年以内しか経過していないという調査結果に
みられるように，イギリスでのサークル活動の
歴史が浅いからであろうと説明されている02〕。
　たしかに，この歴史の浅さという点は参加率
の低さの説明となり得るし，さらに新しい時点
での調査を要請する。しかし，1つの例にすぎ
ないが，すでに見た最も参加率の高い部類に入
るウェッジウッドの発足後10年近い1990年時点
で活動中のサークル数は約130と指摘されてお
り63），これは前述の83年2月の143サークルよ
りも減少している。ただしこの点については，
サークル活動への参加が任意で恒久的にサーク
ルに留まることは通常ないため，一定期間経過
した後に活動を離れ，その後再び参加すること
も時々あるという，サークル活動のあり方に由
来するとも考えられる。このあり方は，参加率
には寄与しない ，サークル活動の経験者を増
大させ，ウェッジウッドの場合，1990年までに
従業員の半数以上に及んでいると言われてい
る。これまで，イギリス企業におけるクオリテ
ィ・サークルの普及に関する数字を概括的に見
てきたが，これらの数字の高低は，実際には日
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本企業の場合と比較してはじめて言い得る。
　日本鉄鋼連盟が1969年に実施した調査によれ
ば，実施会杜数29社（回答会杜31社，同連盟加
盟会杜52社），事業所数で102所，全体のサーク
ル数20，371サークル，実施会杜1社当り平均
702サークル，工事業所当りで200サークル，参
加人員総数175，544人，実施会杜1杜当り平均
6，053人，ユ事業所当りユ，72工人，ユサークル当
りのメンバー数は8．6人，参加率は平均で76％
となっている舳〕。
　具体例を大手6杜の一貫製鉄所でみると，川
崎製鉄・水島の参加率は64．5％（開始時期66年
5月，サークル数649，参加人員5，021人），同・
千葉一75．2％（68年3月，1，176サークル，
10，880人），神戸製鋼・神戸一82％（64年，659
サークル，6，399人），住友金属・和歌山一90％
（66年4月，1，070サークル，11，261人），日本
鋼管・京浜一80％（63年5月，工，734サークル，
14，053人），同・福山一80％（67年11月，490サ
ークル，4，400人），富士製鉄・室蘭一72％（67
年2月，654サークル，5，760人），同・釜石一
86％（66年11月，552サークル，4，396人），同・
名古屋一63．2％（67年11月，607サークル，
5，196人），同・広畑一86．2％（66年10月，1，121
サークル，9，389人），八幡製鉄・八幡一82％
（66年9月，1，452サークル，11，897人），同・
戸畑一97％（66年9月，1，087サークル，8，238
’人），同・堺一98％（64年11月，344サークル，
2，482人），同・君津一75％（67年12月，247サ
ークル，i，723人），以上である。14製鉄所中n
製鉄所が66年以降の開始であるが，そのうち最
も低いケースでも63．2％の参加率（富士製鉄・
名古屋），最高は八幡製鉄・八幡の97％となっ
ている。
　この外，電機労連のi983年の調査によれば，
小集団活動の参加率（調査時までの1年間）90
％以上のケースが213杜中80．8％，95％以上が
66．2％，小集団活動の開始時期が1979年以降で
比較的新しい46杜について見ても，90％以上の
参加率のケースが60，9％，95％以上で52．2％と
高い比率となっている65㌧イギリス企業と比ぺ
て著しく高いこの参加率を説明する最も直接的
な要因は，多くの日本企業では小集団活動への
参加が実質的に義務づけられている点にある。
　日本科学技術連盟が実施したQCサークル活
動実態調査報告（第1回一1978年12月～79年1
月，第2回一工983年1月～2月）によれば，推
進者（第1回515人，第2回480人）を対象とし
た設問「あなた（推進者）の事業所のQCサー
クルは原則として対象部門は全員参加，自主参
加？」に対して，「全員参加」という回答は第
1回で81．6％，第2回は86．7％，「自主参加」
は第1回16．7％，第2回12．7％となっており，
大半が「全員参加」を原則としている上に，そ
れが増加傾向にあることがわかる06）。
　また，関東地方生産性労使会議調査研究部が
1981年7月（回答135杜）と1985年7月　（回答
124社）に実施した調査によれば，「制度上対象
部門は全員参加」と答えた比率が，1981年で
63．8％，85年では71．8％，「制度上対象部門で
も任意参加」は81年で34．1％，85年は22．3％と
なっており，上言己調査とは10数％の差はあるも
のの，「全員参加」の比率がはるかに大きい点
とその増加傾向について改めて確認できる数字
となっている67〕。
　日本労働協会が1981年10月に行った調査（68
2組合が回答）で見るとr原則として対象職場
全員参加」が67．4％，「原則として自主参加」
は32．0％である。1983年6月に行われた電機労
連の調査（287組合カ）ら回収）でも，小集団活
動について「制度上の参加義務あり」が67．1
％，r同なし」は31．5％で，上の調査とほぼ同
じ結果が出ている68〕。以上4調査のうち，後の
2つは「全員参加」の比率が前の2調査に比べ
て低いが，それでも3分の2を超える企業が
「全員参加」を原則としていることがわかる。
このように，日本企業では多くの場合，小集団
活動への全員の参加が義務づけられているのだ
カ・ら，個々の企業内での参加率も高くなるのは
いわば自然の成行といえる。
　しかし，たしかに高い参加率を説明する直接
の要因にはなるとしても，全員参加の義務化
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は，労働者の自主牲や自発性の尊重を一つの基
本原理とし，その上にはじめて成り立つ小集団
活動と一体いかにして両立し得るのか，という
全く別の問題を生じさせる。しかしこの問題に
取り組むためには，日本企業における小集団活
動の内容や性格をはじめとするいくつかの点を
あらかじめ検討しておかなければならない。し
たがって本章のテーマとはならない。ここでは
あくまでも普及度合の比較が問題である。
　先に，イギリス・フォードがサークル活動の
導八から1年ほどの間に大半の労働者を参加さ
せる方針を掲げていたことを見た。この方針は
日本企業にあってはごく普通であり，一般的で
あるとすら言える。ところが，イギリス企業で
はフォード社以外に，このように急遠な社内で
の普及を試みた例は，少なくとも文献では紹介
．されていない。フォード杜の例自体も典型的な
失敗例とされており，失敗が明白になる以前の
急速に広がりつつある時期においてすら，すで
にその遠さに何木かの専門家が警告を発してい
たと言われている69〕。
　また，アメリカ企業内における普及度につい
ては，日本企業の小集団活動にも詳しいR，E．
Co1eによって1985年に行われた236社のサーク
ル実施企業についての調査から知ることができ
る。この調査内容の詳細は不明であるが，Cole
自身が最近の著書の中で，クオリティ・サーク
ルに参加している労働者が従業員全体の25％以
上と答えたのは調査企業の24％にすぎず，35％
以上の労働者が加わっているのはわずか11．9％
と紹介している70〕。この数字はイギリス企業と
比ぺるとかなり高いと言えるが，日本企業との
対比では，やはり著しく低いことがわかる。
　小集団活動がすでに日本企業に固有の事象で
はないことも明らかになったが，同時にその普
及の度合について，昌本企業とアメリカやとり
わけイギリスの企業とは根本的とも言える差異
のあることも明白となった。とはいえ，普及の
度合についての量的な対比だけからは，これ以
上の諸点を示すことはできないように見える。
むしろ，なぜこれ程の差異が生じるのかとい
う，説明を要する問題が，これまでの比較作業
の帰結として新たに提起されるであろう。しか
し，普及の度合におけるこの差が意味する次の
点は留意しておかなければならない。
　日本企業の多くで，大半の作業労働者が通常
の作業を実施したうえで，それとは別に小集団
活動という新しい形態の労働を実行していると
いうことは，作業労働と区別されるこの別の種
類の労働が作業労働と並んで普遍的な存在とな
っていることに他ならない。小集団活動は，そ
の担い手が自らの作業を改善し，その能率を向
上させ，作業そのものにも新たな刺激と緊張を
与え，よって従来の管理を楠強し，その固有の
限界を克服するのだから，多くの日本企業に見
られる小集団活動の一般化は，管理そのものが
質的に新しい性格を帯びた管理へと転化してい
ることを意味している。
　逆にまた，イギリスやアメリカの企業では・
小集団活動を適用している場合ですら，作業労
働全体を包摂するには至っておらず，したがっ
て管理面での転換はただごく部分的にあるいは
可能性としてのみ実現していることを示してい
孔しかし・多くの日本企業ですでに実現した
この転化と・イギリスやアメリカの企業で進行
しつつある転化の方向とは全く同一であるの
か，そしてもし差異が存在するとすればその内
容と根拠とが問われなければならない。この点
の考察はまた，日本企業で高度に普及を遂げた
小集団活動とそれを基礎とした管理とが，どの
程度そしてどのような意味で普遍性を持ちうる
のかを吟味することに他ならない。
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